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社会福祉と個人情報
 岡部　卓
要約
社会福祉は、個人情報を収集・分析・評価を基に生活の回復、維持、向上を図る方策（制度・政
策及びソーシャルワーク実践）である。それは、主として個別的・対面的支援を通して行う対人サー
ビスである。そこで本稿は、個人情報をどのように収集するか、また、その個人情報を適正に取り
扱うにはどのようにしたらよいかの検討することを目的とした。
はじめに、社会福祉に登場する個人情報の取扱いはどのようになっているかその概要を説明した。
次いで個人情報の取扱い例として、生活保護制度、生活困窮者自立支援制度、社会的孤立対策を制
度面・手続き面から検討した。その結果、生活困難な状態にある初期段階（発見・相談）から介入
段階（支援・見守り）の課題として情報提供、情報収集、情報保護、情報共有、支援方法に課題が
あることが判明した。そこで今後は、情報提供、情報保護、情報共有に向けた広報 ･周知 ･啓発の
情報提供整備、情報の一元化・共有化、情報提供基準・方法などを射程に入れた業務整備、情報保護・
活用を視野に入れた研修・現任訓練等の人材養成、アウトリーチ、ネットワーク等の支援方法の基
準等の整備、法的整備（法律、条例、ガイドライン）等の必要が明らかとなった。
キーワード：個人情報　情報開示、情報保護、情報共有、ネットワーク
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はじめに
社会福祉は、主として個人・家族のプライバシーに介入し生活課題（以下、福祉課題）の緩和・
解決を図る領域であり、そこでは個人情報をどのように保護し援助・支援（以下、支援）に結びつ
けていくかが重要な課題となる。
そこで小稿では、社会福祉で個人情報がどのように取扱われているかその現状と課題について述
べ、今後の方策について検討することを目的とする。具体的には､ 研究課題として､ 以下の 4点を
設定する。（1）はじめに社会福祉をめぐる動向と個人情報の関係について述べる。（2）次いで、社
会福祉に登場する個人情報とは何を指すか。また社会福祉における個人情報の取扱いはどのように
なっているかその概要を説明する。（3）そして個人情報の取扱いを、生活保護制度、生活困窮者自
立支援制度、社会的孤立対策を例に、制度面・手続き面から言及する。（4）最後に（1）（2）（3）を
受け社会福祉における個人情報の収集と提供における課題を挙げ今後の取扱いに向けどのようなこ
とが考えられるか提示する。
1　社会福祉をめぐる時代状況
1 － 1　社会福祉の方向
現在、以下の福祉諸課題が現れている。その一つに、少子高齢化・核家族化・都市化・産業化の
進展、扶養・連帯意識の変容。これらは、家族や地域等で担われてきた育児や介護等を社会で支え
る福祉課題として登場させている。二つに、経済・雇用環境の変化。これらは、貧困 ･格差や働き
方をめぐる問題を登場させている。三つに、新たな価値・理念の浸透。これまで十分認識されてこ
なかった差異や多様性、当事者性を積極的に認める考え方は、性差、家族のあり方などについて新
たな視座や福祉課題を提示している。障がい者等の社会参加、セクシャルマイノリティの容認、虐
待やDVなど暴力への対処がそれに当たる。すなわち、これまでとりあげられてきた生活課題に加
えて新たな福祉課題が重層的に出現している。これらの生活課題は、少子高齢化対策に代表される
ような介護や育児の必要（ニーズ）に対しサービス資源をどのように提供していくかは国民的課題
であり、また新しい福祉課題は社会的合意を得たものとして認知され制度化の方向で進んでいる。
これら福祉諸課題は、これまで、大きくは、家族、市場、国家が担ってきた役割・機能に新たな検
討を促している。すなわち、家族がこれまで担ってきた扶養システム（育児・介護等）、市場が担っ
てきた日本型雇用・生活保障システム（年功序列、終身雇用、企業別組合等）、それらを代替・補完・
補充する国家システム（家族扶養、性別役割分業、正規雇用を前提とする社会保障）の新たな組み
替えを要請している。これらの新たな組み替えについて、これまで国家に対し国民・住民生活の維
持向上は国・自治体によって果たすべきであるという公的システムの強調（公助）がある一方、家族・
親族などの共同体システムで行うべきである（自助）という振幅（ゆらぎ）の中で政策が位置づけ
られてきた。しかしどれもが財政危機や自助努力の限界等の前に有効性を失い、その隘路を突き崩
す新しい考え方（自助、互助、共助、公助の新たな組み合わせ）に立つ新しいシステム（仕組み・
体制）や方法へと軸足を移行させている。それは現下の福祉課題への対処を行うためには､ 現行の
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制度・サービスの充実を行うと共に今後に向け福祉供給主体を多元化しサービス量の拡大と質の充
足を図る方向を目指している。それは、一つには、行政を中心とした福祉課題の対処から市民・営利・
非営利・行政の連携・協働のもとで福祉諸課題を対処する方向であり、もう一つには、福祉にとど
まらず保健・医療、さらには住宅 ･教育 ･雇用等の連携 ･協働する横断的に取り組む方向である 1。
1 － 2　情報化の進展と社会福祉との関わり
情報技術の発展と相俟って情報化社会が進展している。社会福祉も情報技術の進展に合わせ国民 ･
住民への情報提供やOA機器等の導入を図り事務の効率化 ･合理化を進めてきた。そして、福祉に
関わる情報が積極的に取り上げられる契機として次の動きがある。
一つには、社会福祉基礎構造改革とその後の法整備である。社会福祉基礎構造改革はこれまでの
サービス提供の仕組み（「措置」から「契約」へ）を転換することにあり、それは福祉サービスに市
場原理を導入しサービス量の拡大と質の向上を図ることにあった。相談者・サービス利用者（以下、
利用者）がサービスを選択・決定するに当たり、情報開示が必要であるとの議論 ･報告（中央社会
福祉審議会社会福祉構造改革分科会、報告書「社会福祉基礎構造改革（中間まとめ）」1998）がなされ、
それを受け法改正（社会福祉法 2000）で情報に関わる事項を新たに条文に加えるなど法整備を進め
た 2。
二つには、「個人情報の保護に関する法律」（以下、個人情報保護法）の制定（2005.4 施行）とそ
れに伴い社会福祉関係のガイドライン（「福祉関係事業者における個人情報の適正な取扱いのための
ガイドライン」2004、「医療 ･ 介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドラ
イン」2006 改定）が策定されたことである。これは、支援を行うに当たり、自由権の侵害とならな
いよう個人情報の取扱いをルール化したものである。
三つには、家庭、学校、地域、職域で生起する福祉諸課題に対する福祉からの接近である。それ
ぞれの場でさまざまな福祉課題が表出し、その対策（支援・活動とその法的整備）が講じられるよ
うになった。すなわち、いじめや虐待、暴力などに関わる福祉課題や貧困 ･低所得や社会的排除に
関わる福祉課題に対し法整備（児童虐待防止法 2000、DV法 2001､ ホームレス自立支援法 2002、生
活困窮者自立支援法 2014、ストーカー法 2016 など）が進み、個人情報の取扱いの配慮がより一層求
められるようになったことである。
四つには、情報機器の進展によりサービスのアクセスを容易になったことである。それは、一方
では情報格差を生みだしとりわけ情報入手や伝達が難しい人（情報弱者）に対する情報保障をどの
1　岡部卓（2014）「つながりを求める社会」『住民行政の窓』日本加除出版　PP.2 〜 9
2　「中間まとめ」では「改革の理念」で「質と効率性の向上」のために「サービスに関する情報の公開」を「透
明性の確保」「サービスの内容や評価等に関する情報開示」を行う必要があると提言し、社会福祉法にお
いては、新たに「第 8章福祉サービスの提供」の章を設け、「福祉サービスの適切な利用のためには、利
用希望者が、どのようなサービスがどこで提供されているのか等について的確な情報を得ることができ
るようにする必要があるともに , 提供されているサービスが良質でなければならない。次に、福祉サービ
スの利用者の特質に鑑みれば , サービスの適切な利用を支援する仕組みを構築して、利用者の利益を保護
し , 利用者の権利の実現を図ることが、通常の経済立法の場合よりも強く要請されるものといえる。さら
にに , よいサービスを提供するためには、事業者がサービス提供そのものをできるだけ専念できるよう条
件整備しなければならない」（『社会福祉法の解説』P259）とし、情報提供に関する規定として、同法第
75 条「情報の提供」、第 76 条「利用契約の申込み時の説明」、第 77 条「利用契約の成立時の書面の交付」、
第 78 条「福祉サービスの質の向上のための措置等」、第 79 条「誇大広告の禁止」を規定している。その
後改正介護保険法において情報提供 , 情報開示が提示されている。
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ように行うかが課題となった。そこで福祉情報へのアクセスを円滑にする仕組み（情報のバリアフ
リー化）を促進する契機となった。
上記の事柄は、社会福祉において情報についての関心を高め、情報提供、情報収集、情報保護、
情報共有などの取扱いを検討を促している。
2　社会福祉における個人情報の取扱い
2 － 1　個人情報の規定　
個人情報保護法において、個人情報は「生存する個人に関する情報であって当該情報に含まれる
氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に
照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）」（第
2条 1項）と規定し、個人情報を取り扱う「個人情報取扱業者」である国の機関、地方公共団体、独
立行政法人等、その取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれの
少ない者と定めている（第2条 3項）。また個人情報取扱業者に対しては、次のことを義務づけている。
取り扱いに当たり利用目的をできるだけ特定しなければならず（15 条）、利用目的の達成に必要な範
囲内でのみで取扱え（16 条）、不正な手段により取得してはならず（17 条 1 項）、とりわけ要配慮個
人情報を取得する際には原則として本人の事前同意を取る必要（同上 2項）があり、利用目的を取
得する際に本人に通知または公表する必要（18 条 1 項）、特に本人から書面または電磁的記録を直接
取得する場合には、前もって明示することが必要（同条 2項）としている。
そして個人情報保護について、公的部門において「行政機関の保有する個人情報の保護に関する
法律」（以下、行政機関個人情報保護法）、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」
（以下、独立行政法人等個人情報保護法）、各地方公共団体において制定される「個人情報保護条例」が、
国、自治体にとどまらず民間部門においては民間の個人情報取扱事業者を対象に「個人情報の保護
に関する法律」（以下、個人情報保護法）が、そして厚生労働大臣は、個人情報保護法 6条及び 8条
に基づき、上述の医療機関、介護保険事業者、介護関係事業者のガイドラインを定めている。その
他関係する主務大臣が所掌する事業分野で取り扱いについてガイドラインを定めている。（図 1）
図 1　個人情報保護に関する法体系イメージ図 
※個人情報保護委員会 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/personal_framework.pdf
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2 － 2　社会福祉各法の規定　
また社会福祉においては、個人情報について社会福祉法第 75 条や社会福祉に関わる資格法である
社会福祉士及び介護福祉士法（第 46 条及び第 50 条）、精神保健福祉士法第 40 条及び第 45 条や各資
格の倫理綱領である社会福祉士協会倫理綱領倫理基準Ⅰ 7~8、介護福祉士会倫理綱領プライバシー
保護 3､ 精神保健福祉士協会倫理綱領倫理原則 1（3）倫理基準 1（3）、また関連する法律である民生
委員法第 14 条等において、さらに地方公務員法第 34 条及び第 60 条、国家公務員法第 100 条及び第
109 条において守秘義務が規定されている。このように上記社会福祉に関連する法規において個人情
報の収集・保護・提供が規定されている。
2 － 3　福祉サービスと個人情報
社会福祉における情報には、①制度・サービスや社会資源に関する情報―制度 ･サービスの種類 ･
内容・方法 ･提供機関 ･施設・団体の情報や民間サービスに関する情報、②ニーズ情報―利用者のニー
ズに関する情報、③支援情報―利用者の個別の相談支援に関わる情報、④運営・管理に関する情報
―制度・サービスを運理管理する利用者統計、財務管理、人事管理等の情報、などがそれに当たる。
この中で②③④が個人情報と関わる。
ここで、社会福祉の対人援助技術（ソーシャルワーク）で行われるプロセスを通して見てみれば、
次のようになる。通常、支援者（ソーシャルワーカー）は、利用者の悩みや状態を受け止め、利用
者の意向に添って支援を行う。そこでは、利用者のおかれている意向や状態を直接聴き取ること（上
記②）やその挙証となる情報収集（上記②）を行うとともに、関係する人・機関・団体等から情報
を収集（上記②）する。そこで利用者のニーズと活用できる資源（公私の社会資源　上記①）を判
断し（アセスメント、ニーズアセスメントと社会資源アセスメント、上記③）その上で支援計画（プ
ランニング、上記③）を策定し、それに即して支援が行われる（介入　上記③）。またその経過を観
察し（モニタリング、上記③）、その結果を再評価し（エバリエーション　上記③）それが達成され
れば終結（ターミネーション上記③）、達成しなければ再び支援計画の見直しを行い支援が継続され
る。このように支援において個人情報が関わり、また支援は関係する人・機関・団体等と連携・協
働を図り進めて行くため個人情報の情報提供 ･共有（上記③）をしていくことになる。
そこで扱われる個人情報は、身体的状態、精神的状態、経済的状態に関する情報など、プライバシー
に関わり、またその侵害の恐れがあることから慎重に取扱われることになる。
3　社会福祉における個人情報の取扱い
以下では、貧困・低所得と社会的排除に関わる制度を社会資源としている生活保護制度、生活困
窮者自立支援制度、社会的孤立対策を例に個人情報の取扱いがどのようになっているかをその概要
と課題について説明する。
3 － 1　生活保護制度
3 － 1 － 1　生活保護の制度面 ･ 手続き面
生活保護制度は、国民に対する最低生活保障と自立助長を目的としている。それはナショナルミ
ニマム（最低生活保障）の保障と世帯個々の生活課題に即して対人援助を行う二つの役割をもって
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いる。前者の資格要件に関する個人情報の収集範囲は、法律で定められている 3。また、法律には規定
されていないが、前者と後者にかかわる支援に関しても個人情報が収集されるなど、いろいろな支
援場面で個人情報が取扱われる。ソーシャルワーカーは、面接相談場面と保護受給場合において個
人情報の収集・分析、計画を立て支援を行っている。生活保護に携わるソーシャルワーカーは、す
べて地方自治体に採用された公務員であり、法律で守秘義務が課せられているため個人情報に関わ
る問題へのリスクが比較的少ないと考えられる。
生活保護の決定プロセス（図 2）は、受付、申請、調査、要否判定、保護の決定、扶助費の支給、
受給中の相談援助と進んでいく。生活保護受給者にとっては、生活保護を受けていること自体が他
3　社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会（第 2回）、平成 29年 6月 8日、生水委員提出資料
個人情報の取扱いについては、社会保障審議会特別部会委員から、課題として次のような指摘がされて
いる。本人同意がとれないため支援が行えない、本人同意がとれたが家族の同意がとれない、支援が行
えない、その解決策の一つとしては、支援調整会議で情報共有が認められれば、支援を行える機関が世
帯への支援が可能になるのでなないかとの意見が出されている。基本的には、本人の同意を得ることと
している。
要保護者
受　　　付
申　　　請 申請保護の原則（法7条）、職務保護（法25条）
　　◇居住地保護　　◇現在地保護
面接相談→申請受理 申請による保護の開始及び変更（法24条）
　　◇書面による通知
　　◇14日以内（特別な事情30日以内）
　　　→通知のない場合、却下したものとみなすことができる
　　◇町村経由について　
　　　→町村、参考書類を付し、5日以内に福祉事務所に送付
資力調査（ミーンズ・テスト） 項目調査
資産、能力、扶養義務者、他法他施策、収入、病状等
保護の要否判定 ◇最低生活費と収入の対比
保護の決定 ◇開始　　　◇却下
援助計画の策定
扶助費の支給、相談援助 ◇変更　◇停止　◇廃止
図 2　生活保護決定の流れ図
岡部卓作成＜岡部卓「新版福祉事務所ソーシャルワーカー必携」（全国社会福祉協議会）P.57>
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者に知られたくないととられることもあり、生活保護手続きの全支援過程の中で、個人情報の取扱
いに留意が必要である。以下では、その中の主な場面、①初回面接、②開始時調査、③家庭訪問、
④他機関等との連携における個人情報について見ていく。①では、来談者の不安･緊張の緩和 ･解消、
信頼関係の確立、主訴の明確化、公私の社会資源の活用、申請意思の確認と調査の同意を行う。そ
こで、個人情報について面接員は地方公務員法上守秘義務が課されており、警察の捜査事項照会以
外の外部の照会には応答しないことを説明する。①では、生活保護法 28 条（調査及び検診）・29 条（資
料の提供等）に基づき実施される。情報収集する範囲が広くなるため、個別の必要性によって調査
範囲を限定的に考えなければならない。個人情報保護条例の解釈などを見ても、情報の収集は法令
に基づくものであれば許容されているが、同時に利用者に調査先を説明しなければならず、また実
務上は同意書を徴取していることが前提である。この点、平成 25 年改正で、調査機能の強化として
調査先によって回答が得られることが規定された。（法 28 条・29 条）③では、利用者が生活保護の
相談来所したこと、また、生活保護を受給していることが、訪問によって近隣に知られることがな
いよう配慮しなければならないとされる。④では、生活保護の実施機関が公的機関・施設・団体等
に情報を提供する場合、民間機関・施設等に生活保護の実施機関が利用者の支援を依頼する場合な
どである。相談機関など公的機関であれば、生活保護の実施機関と同じように職員に守秘義務が課
せられている。民間団体の場合には、福祉事務所との契約によって守秘義務が規定されることによっ
て担保されるが、民間団体等への情報提供は、本人の同意を得なければならないことになっている。
どのような人・機関、施設・団体などと連携しなければならないかは、ソーシャルワークの問題と
して重要だが、同時に、個人情報の提供があるため、連携の範囲は、両者によって規定されること
になる。
3 － 1 － 2　課題
生活保護における個人情報の課題には、次のことが挙げられる。第一に、個人情報の認識について。
ソーシャルワーカー個々が個人情報を取扱うことへの認識が十分なされているか、また福祉事務所
組織が個人情報を取扱う要領がソーシャルワーカーの業務に即して作成されているかである。第二
は、収集の内容について。個人情報を収集する際には、必要限度に留めることを常に留意しなけれ
ばならない。職務上必要がない情報を持つと、他者に提供するリスクが出てくる。また過度の聴取
は利用者への暴力にもなりスティグマに繋がる恐れが出てくる。しかしながら最低生活保障と自立
助長（対人援助・支援）のため、個人情報の幅広く収集がされないと適正な実施が確保されない側
面（濫給、漏給）もあり、そのバランスをとりながら進めていく必要がある。また給付と個別支援
とでは、個人情報の取扱いが区別されなければならない。さらに生活保護ソーシャルワーカーが把
握することと、他の公的・民間機関・施設・団体等とは、個人情報の範囲、内容、事項は違っており、
区別されなければならない。第三は、説明義務の程度について。行政等が個人情報を収集するに当
たり、行政等は説明義務を果たさなければならない。そのことを適正に行われない場合、利用者が
個人情報の提供に不安を感じ、あるいは制度利用を敬遠してしまうことにつながる。例えば、扶養
義務が過度に強調されると、利用者は生活保護を受給しないこともある。そのため運用には留意が
必要である。ソーシャルワーカーに対して利用者が不安になれば、信頼関係が損なわれ、場合によっ
ては、ケース記録開示請求が行われる。利用者の信頼がなければ、たとえ、形式的に同意を得て個
人情報を得ても、有効な支援にはつながらない。第四に、支援における収集・提供について。見守り、
地域の支え合いが謳われるなかでは、他に包括的に利用者の情報を提供することには問題がある。
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収集側に守秘義務があるとしても、不必要な情報まで提供することは避けなければならない。何が
不必要な情報という判断基準を示されることが必要である。　第五は、ソーシャルワーカーから生
活保護受給者と同一世帯の家族へ、別世帯の親族へ、そして、自立支援の事業者への情報提供につ
いて。家族に利用者の情報を知らせておかなければ、家族の支援が得られない。親族への投げかけ
も大切であるが個々の事情があるため一律に行うことは避けなければならない。最後は、アウトリー
チについて。広報と裏表の関係にあると思われるが、生活保護制度の枠内では、協力機関の民生委
員からの情報を得て活用とする範囲にとどまると考える。
3 － 2　生活困窮者自立支援制度
3 － 2 － 1　生活困窮者自立支援制度の制度面・手続き面
生活困窮者自立支援制度は、生活保護に至る前の段階で支援を行う制度として位置づけられ、平
成 27 年 4 月から全国の自治体において施行されている。その目的は、生活困窮者の自立の促進を図
ることであり、対象となる生活困窮者は「現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することが
できなくなるおそれのある者」（第 2章）と規定している。制度の中心は自立相談支援事業を行う自
立相談支援機関であり、その実施主体は福祉事務所設置の自治体直営または委託を受けた社会福祉
協議会その他の社会福祉法人、一般社団法人・財団法人、NPO法人等が担うとされている。本制度
の全体像は次頁図 3のとおりである。
支援の内容は、法上に事業立てされており、必須事業として、自立相談支援事業（就労等自立に
関する情報提供、事業利用の計画作成）、住居確保金の支給（離職により住宅を失った生活困窮者に
対し、家賃相当の「住居確保金」を支給）の 2つが、任意事業として、就労準備支援事業（就労に
必要な訓練を日常生活、社会生活段階から有期で実施）、一時生活支援事業（住居のない生活困窮者
に対して、一定期間、宿泊所や衣食住を提供）、家計相談支援事業（家計に関する相談、家計管理に
関する指導、貸付のあっせん）、学習支援事業（生活困窮家庭の子どもへの支援）の 4つが規定され
ている。
＜対個人＞
＜対地域＞ 地域ネットワークの強化・社会資源の開発など地域づくり
自立相談支援事業
・就労支援
生
活
困
窮
状
態
に
あ
る
者
相
談
窓
口
自立支援のためのプラン作成
・再アセスメントによる評
価
・プランの見直し
生活保護受給者等就労自立促進事業
関係機関・他制度による支援　民生委員・自治会等による支援
生
活
困
窮
状
態
か
ら
の
脱
却
・その他の支援
本
人
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
認定就労訓練事業（「中間的就労」）
・緊急的な支援 一時生活支援事業
・家計再建支援 家計相談支援事業
・子ども支援 子どもの学習支援事業
・居住確保支援 住居確保給付金の支給
就労支援準備事業
包括的・継続的な支援
図 3　生活困窮者自立支援の全体像
「平成 26 年度全国厚生労働関係部局長会議社会・援護局資料（平成 27 年 2 月 23 日）4頁」をもとに岡部卓
作成『生活と福祉」2015 年 5 月号（全国社会福祉協議会）5頁所収、＜岡部卓編著「生活困窮者自立支援
ハンドブック」（中央法規）P.54>
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自立相談支援機関の相談面接場面では、生活保護の相談面接と同様の場面が想起される。ただし、
自立相談支援事業が自治体から社会福祉法人等に委託されている場合には、生活困窮者自立支援法
は第 4条 3 項で、「…委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であった者は、
その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。」と規定している。さらに、第
21 条で、「4条 3項（…）の規定に違反した者は、1年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。」
となっている。生活困窮者自立支援では自治体直営でない場合には法上の守秘義務が課せられてい
る。
また、利用者に対する支援として各種事業が行われるが、そこでの守秘義務は、同法 6条 2項で、「…
4条…3項の規定は、…都道府県等が行う事業について準用する。」と規定され、自立相談支援事業
と同様の守秘義務が課せられている。さらに、罰則を同法 21 条で改定している。各種事業は、自治
体からの委託によって行われるため、契約上の義務の中に、この業務を適切に遂行するための守秘
義務も盛り込まれていなければならない。このほか、生活困窮者自立支援では、各制度との連携が
必要とされており、国は、平成 27 年 3 月 7 日の事務連絡で、関係制度等との連携を促している。
3 － 2 － 2　課題
前述の生活保護における個人情報の課題が、生活困窮者自立支援でも同様である。生活保護と個
人情報の取扱いが異なることは、各種の支援事業を委託し行われる点にある。そこでは、受託事業
者が生活困窮者自立支援法による守秘義務を課されている。サービス提供主体が多様化するなかで、
個人情報が拡散し遵守されなくなるリスクがある。生活保護では、来談しない人も相談者と考えたり、
廃止以降の生活相談を考えたりすることを目指しているが、同様に生活困窮者自立支援の課題と考
えられる。廃止が見込まれた場合は、自立相談支援機関を紹介し早期に相談を行うことで廃止以降
の生活相談を生活困窮者自立支援で行うことが可能となる。しかし、自立支援相談機関に来談しな
い人については、アウトリーチをどう進めるかが課題であり、生活困窮者自立支援でも制度の趣旨
に沿った手段として謳われてはいるものの、自治体・事業主体の役割はアウトリーチするに当たり
個人情報をどう取扱うか（範囲 ･事項・基準）を決めておく必要がある。またアウトリーチが充分
機能するためには相談窓口部署やネットワーク化が必要である。そのため情報提供を一元化する相
談窓口（セクション）を設置することが必要である。それは、行政内外の情報を収集する相談窓口（セッ
ション）が相談機関やサービス供給主体・住民組織の見守り（モニタリング）の振り分けが重要で
ある。情報の一元化・総合相談窓口とネットワークの構築、アウトリーチの判断基準を検討する必
要がある。
最後に、以上のような課題があるなかでは、歴史的に地域に定着し行政の協力機関と位置づけられ、
さらに法的に守秘義務が課せられている民生・児童委員の役割に期待が寄せられる。それは、生活
困窮者の情報収集とともに行政からの情報提供の受け皿、すなわち、支援の契機の形成に寄与する
とともにつなぎ役を果たすと考える。
3 － 3 社会的孤立対策
3 － 3 － 1 制度面・手続き面
制度化された生活保護制度や生活困窮者自立支援制度のほかに、取り組まなければならない課題
の一つに社会的孤立対策がある。家族、地域、職域とのつながり（関係性）が希薄化 ･喪失化する
なかで、多くの福祉課題（孤立死、虐待、ひきこもり、ホームレス、自殺企図、ゴミ屋敷、ライフ
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ラインの停止や家賃等の長期滞納など）が地域のなかで潜在化・顕在化している。このことは、制
度化された生活保護や生活困窮者自立支援をはじめとする社会福祉各制度の適用対象であるがアク
セスが行われていない、またこれら制度の谷間にある人たちの福祉課題として登場している（図 4）。
図 4　公共圏と親密圏にみる社会的孤立を含む福祉課題の例示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（岡部卓作成）
そこでここでは、社会的孤立対策の一環として発出した「孤立死対策」として出された平成 24 年
通知 4 を例に考えてみる。本通知は頻発する「孤立死」の防止策として、次のことを行うことが必要
としている。一つには、『事業者や民生委員等から得られる生活に困窮された方の情報が着実に必要
な支援につながるよう、地方自治体の福祉担当部局にこうした情報を一元的に受け止める体制を構
築…情報を得た地方自治体の福祉担当部局は、民生委員等と連携の上、必要に応じて、生活に困窮
する方に、安否、健康状態の確認を行うなど適切な支援を実施』と地方自治体の福祉担当部局への
個人情報の提供を促している。また、こうした体制の構築を、社会福祉協議会・民生委員児童委員・
地域包括支援センター・各老人クラブは日常的な見守り活動が業務の中で情報提供等を行うことを
促している。
二つには、ライフラインに関わる民間事業者に適用される個人情報保護法においては、「人の生命、
身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき」
に該当する場合は、あらかじめ本人の同意を得なくても個人情報の利用・個人データの提供が可能
とされている点について確認が行われ、そうした場合には、情報提供に躊躇することなく、本人の
同意を得なくてもライフライン関係事業者が個人情報の提供が可能な場合の通知が、それぞれの所
管から発出されている。
このように個人情報保護法における例外規定の一つとして「生命、身体又は財産の保護の必要が
4　厚生労働省　孤立死の防止対策について都道府県などの通知　厚生労働省社会・援護局地域福祉課長「地
域において支援を必要とする者の把握及び適切な支援のための方策等について」、平成 24 年 5 月 11 日社
援地 0511 第 1 号
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あるとき」に介入ができる規定があり、同意がない場合の措置について提言している。
3 － 3 － 2　課題
社会的孤立対策の課題として、次のことが挙げられる。一つには、社会的孤立をしている人たち
の多くが情報弱者であり、制度・サービス・情報が届きにくい状況にあることが多い（情報提供の
問題）。また、二つには、地域のなかで社会的孤立をしている人を住民やライフラインに関わる民間
業者が発見したとしても、どこに通報したらよいかの問題がある（場の問題）。三つには、どのよう
な福祉課題であれば通報の対象範囲 ･程度となるか通報の判断基準が不明確である問題（基準の問
題）。四つには、本人同意がとれない場合、どのレベルであれば支援（介入）ができるかの問題（例
外規定「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合」の基準の問題）、五つには、福祉
課題の発見から相談へのつなぐアウトリーチの方法をどのように行うかの問題（発見からつなぎ相
談へのアウトリーチ方法の問題）、六つに、総合相談から振り分け（スクリーニング）、アセスメント、
情報共有などが挙がられる。
4　課題
社会福祉において個人情報をどのように扱うかは重要な課題となる。そこで、3つの例を通し課題
が挙げられる。一つには、情報提供（広報・周知）について。これまで行政は、法制度 ･手続きに
関する広報義務を必ずしも十分行ってこなかった。そのため利用者のなかには、制度・手続きを知
らない、理解していない人がいる。この点、さまざまな媒体（ＨＰ、文書、口頭など）を通じで周
知徹底を図っていくことが必要である。二つには、情報収集の課題について。個人情報保護法が施
行され、プライバシー保護の観点から個人情報の提供、情報共有に対し過剰に反応し情報提供を行
われないことがある。また個人情報を第三者に提供するに当たり、原則として本人同意が必要だが「人
命や身体、財産の保護が必要な場合」は例外の一つとして定めている。例外事項に該当する場合で
も情報漏洩をおそれ、情報提供が行われないことがある。例えば、災害時の住民情報や福祉におけ
る緊急性のある場合などである。情報の取扱いに当たっては法の適切な運用に努めるべきである。
どこまで情報提供でき、どこからができないのか基準の設定を図る必要がある。三つには、情報の
一元化、相談体制の課題について。情報を通報したくてもどこに連絡したらよいか､ また相談した
くてもどこに出向いたらよいか情報・相談窓口がわからない、さらには行政機関内やサービス供給
主体で相談窓口がいくつもありセクショナリズムの弊害からたらい回しをされることがある。地域
のなかで情報の一元化や総合相談窓口の整備を行い、そこでの振りわけ（スクリーニング）し相談
機関やサービス供給主体へつなげることが必要である。四つには、ネットワークの構築について。
生活保護、生活困窮者、福祉サービス利用者が来談し申請を行う場合と、地域のなかで顕在化 ･潜
在化しているが来談には至らない場合がある。前者においては、支援に当たって複数の困難を抱え
ていることが多いことから、包括的な支援が必要である。そこで多機関連携で進めて行く必要があ
るため関連専門職・機関等の連携で必要である。後者のライフライン業者をはじめ地域のなかで困
窮する人たちの発見、相談機関につなぎを行うためには、行政内 ･外の専門機関、行政外の住民組
織などの発見やつなぎと相談、見守り（モニタリング）が必要である。これらは地域のなかで情報
が流通するようネットワークの構築を図っていく必要である。そこでどのような情報を提供するか、
また共有する基準の設定をしておく必要がある。五つには、アウトリーチについて。相談窓口に来
る場合と、何等かの理由で窓口に来ない人、支援が必要であるにもかかわらず実態を把握していない、
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支援が必要であるにもかかわらず支援を望んでいない、支援が必要であるが既存の制度では対応で
きない、地域の潜在化 ･顕在化している人に対し、積極的に出向き福祉課題を発見し利用者ととも
に考え行動する姿勢や方法をもつアウトリーチが必要である。六つには、法的整備について。本人
の同意を得て個人情報の第三者提供については実施機関の裁量に任されていることが多いが、同意
が困難な場合（生命 ･身体 ･財産の保護に関連し、本人の同意を得ることが困難で緊急の場合）は
どのような範囲で行えるか明確な基準を定めておく必要がある。また本人の同意なき個人情報の第
三者提供はについて、実施機関が審査会（個人情報保護審査会、情報公開 ･個人情報審査会）に諮
る方法や、個人情報保護条例において、福祉課題のある人の情報提供を可能にすることを示すなど
が考えられる 5。またガイドライン、要綱に第三者提供の基準などをルール化する必要がある。七つに
は、情報に関する研修の充実について。個人情報は個人に属するもの（自己情報のコントロール権）
であり、その活用に当たっては本人同意を得ること、またやむを得ない事由の場合、第三者へ個人
情報を提供することが可能なことについて理解しておく必要がある。これは、研修を通して適正な
個人情報の取扱いについて周知徹底しておく必要がある。八つには、共通の言語について。福祉課
題への支援は、地域住民、営利団体、非営利団体、行政の連携 ･協働と、福祉をはじめ保健、医療、
教育、住宅などの他分野 ･他領域の連携 ･協働によって進められる。そのため固有性を尊重しつつ
共通の言語や支援ツールの使用が望まれる。
家族・地域・職域のつながり（関係性）が希薄・喪失し、地域でなかなか見えにくく、また潜在
化する傾向にあり、その福祉課題は多様で広がりと深さをもっている。これら事態を解消・改善に
向けて地域住民をはじめ多様な供給主体の連携・協働のもとで「発見」し「相談」につなげ、生活
再建を図るべく「介入」を図っていく仕組みと体制を構築していく必要がある。被支援者へのつな
がり（関係性）の修復と生活再建は支援者間のつながり（連携・協働）の中で達成される . それは情
報の流通のもとでなされているともいえる。社会福祉において情報提供、情報保護、情報共有につ
いてもう少し検討していく必要があるのではないか。
＊ 2017 年 6 月に脱稿のため、それ以降の制度変更等については、反映されていない。
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